
使用者の利益 退職者の地位 制限の範囲 代償措置

1 札幌高裁 令和5年12月26日

Ａ市に本店を置いて，賃貸物件の管理
業務等を業とするＸが，同社の従業員
であったＹに対し，ＹがＸを退職直後
にＸと競業関係にある別会社に就職
し，Ｘの顧客に対して営業をして，顧
客をしてＸとの管理委託契約を当該別
会社に切替えさせたとして，ＸとＹと
の間の競業避止義務違反の債務不履行
等に基づき損害賠償請求をした。

退職後2年間は，Ｙが
在籍時に担当したか否
かを問わず，Ｘの顧客
に対し，Ｘと競合する
営業活動を行わない。

以下のとおりに限定解
釈して有効：
Ａ市内において，退職
後6か月の間，競合会
社に就職して，Ｘ在籍
時に担当していた顧客
に対して営業活動を行
わない。

・退職後2年もの間，
在職時に担当したかに
かかわらず，Ｘの顧客
に対して営業活動を行
わないと定め，地位的
な限定もされていない
のは，Ｘの保護される
べき利益に照らして，
競合避止義務を負う範
囲は広きにすぎる。

・左記の限定解釈した
内容であれば，退職直
後の，退職前の営業活
動を利用した，顧客に
対する解約申入れと新
規契約締結という不当
な勧誘行為を防止する
ものにすぎないとえ，
代償措置が講じられな
ければならないもので
はない。

裁判例4の控訴審

2 東京高裁 令和5年11月30日

投資事業を目的とする株式会社である
Ｙが，その従業員であったＸについ
て，Ｘが退職直後に競業会社に転職す
ることにより，労働契約書所定の競業
避止義務に違反したことを理由とし
て，退職金を減額したため，ＸがＹに
対して未払退職金等の支払を求めた。

Ｘは，ＸがＹを退職す
るに至った場合に退職
後1年を経過する日ま
ではＹがＹの競合若し
くは類似業種と判断す
る会社・組合・団体等
への転職を行わないこ
とに同意する。

有効 裁判例5の控訴審

3 東京地裁 令和5年6月15日

美容室を営む株式会社あるＸが，Ｘと
業務委託契約を締結してその経営する
店舗で美容師として働いていたＹ
（注：Ｙは，Ｘとの間で雇用契約を締
結して，9年以上美容師として働いてい
たが，Ｘから上記の契約締結の申入れ
があり，これに応じた。）に対し，Ｙ
が上記の契約解約後に，同業他社の経
営する店舗で美容師として稼働したと
して，ＸとＹとの間の競業避止義務違
反の債務不履行に基づき損害賠償請求
をした。

Yは、契約期間中及び
契約終了後2年間は、
Xの本社及び営業所の
所在地から半径5キロ
メートル以内（注：本
件店舗が所在するa駅
近郊だけでなく、その
近隣のb駅近郊や、
c、d、e所在の店舗の
一部がこれに含まれ
る。）において、Xの
許可なく、同業他社に
就職し、同業他社から
の業務を受託し、又は
同業を開業してはなら
ない。

無効

本裁判例は、合意の有
効性の判断枠組みとし
て、①従前の雇用契約
において労働者であっ
たＹが契約変更を余儀
なくされ、不当に競業
避止義務を課されるこ
ととなっていないか否
か，②競業避止義務の
代替措置が十分に採ら
れているか否かを挙げ
ている点に特徴があり
ます。

4 札幌地裁 令和5年6月7日

Ａ市に本店を置いて，賃貸物件の管理
業務等を業とするＸが，同社の元従業
員であったＹに対し，ＹがＸを退職直
後にＸと競業関係にある別会社に就職
し，Ｘの顧客に対して営業をして，顧
客をしてＸとの管理委託契約を当該別
会社に切替えさせたとして，誓約書所
定の競業避止義務違反の債務不履行等
に基づき損害賠償請求をした。

退職後2年間は，Ｙが
在籍時に担当したか否
かを問わず，Ｘの顧客
に対し，Ｘと競合する
営業活動を行わない。

無効

・本件合意によって保
護されるＸの利益は顧
客の維持であると解さ
れるところ，Ｘが，顧
客を開拓，獲得するの
に費用や時間を掛けて
いたことなどから，顧
客の維持の必要性を認
めることはできる。
もっとも，Ｘの顧客は
特殊なものではなく，
顧客の流動性があるこ
とを考慮すると，顧客
維持の高度の必要性が
あったとはいえない。

・Ｙは，営業1課の係
長の職にあったもの
の，Ｙが担当していた
のではないＸの顧客に
対しての営業活動を制
約する必要性は直ちに
は認められない。

・Ｙの給与額は特段高
額であるとはいえな
い。　　　　　　・Ｙ
は退職所得として55
万7500円の支給を受
けたが，格別高額とは
いえず，退職後の競業
制限に対する補償を含
むものとは認められな
い。

本裁判例は，誓約書の
作成経緯・文言から
は，Ｘが主張する限定
的な競業行為（注：退
職直後において，Ａ市
内に就職し，Ｘ在職中
に担当していた物件所
有者に対しては営業を
しない）のみが禁止さ
れているという趣旨を
読み取れないものと判
示しました。

5 東京地裁 令和5年5月19日

投資事業を目的とする株式会社である
Ｙが，その従業員であったＸについ
て，Ｘが退職直後に競業会社に転職す
ることにより，労働契約書所定の競業
避止義務に違反したことを理由とし
て，退職金を減額したため，ＸがＹに
対して未払退職金等の支払を求めた。

Ｘは，ＸがＹを退職す
るに至った場合に退職
後1年を経過する日ま
ではＹがＹの競合若し
くは類似業種と判断す
る会社・組合・団体等
への転職を行わないこ
とに同意する。

有効

・Ｙは，Ｘの退職前に
競合の範囲をバイアウ
トファンドのプライ
ベートエクイティ（を
事業とする会社）と説
明しており，競合の範
囲をかかる範囲と解す
るのであれば，制限の
範囲が不相当に広く，
また，不明確であると
はいえない。　　・競
業避止義務を負う期間
を1年間とすること
は，不相当であるとは
いえない。

・左記の事情からは，
原告が得た経済的利益
が代償措置として十分
であるとまでは直ちに
はいえないとしても，
Ｘが競業避止義務を負
うことが不合理である
とまではいえない。

6 東京地裁 令和4年5月31日

ソフトウェア等のテスト業務を専門に
行うＸが，元従業員であるＹに対し
て，Ｙが競業禁止に係る合意に違反し
たことを理由とする債務不履行による
損害賠償請求をした。

Ｙは，Ｘを退職するに
あたり，2年間Ｙの許
可なく，次の行為をし
ない。　　　　①Ｙと
競合関係にある事業者
に就職又は役員に就任
すること②名目の如何
を問わず，また，直
接・間接を問わず，Ｙ
との競業関係を発生さ
せる活動を行うこと

無効

・Ｘにおいて，Ｙが負
う不利益を緩和するた
めに何らかの代償措置
を講じていたとは認め
られない。

裁判例5の引用のみ。

備考事案の概要

・Ｙの営業担当者が退職直後に競業して，顧
客に対する営業活動を行い，顧客との管理委
託契約を終了させてしまうことは，Ｘには大
きな損失であるし，他方，退職した従業員が
就労中に得た情報，信頼関係等を利用して退
職直後に営業活動を行うことは不当な利益の
取得に当たり得る。　　　　・Ｘには退職す
る従業員に対して競業避止義務を課す必要が
あり，保護される利益があると認められると
ともに，一従業員であるからといって，直ち
に競業避止義務を課す必要がないということ
にはならない。

退職後の競業禁止の合意に関する裁判例
考慮要素

合意の有効性合意の内容判決年月日裁判所番号

・Ｘにおいては、従前は本件店舗で働いてい
た美容師を社会保険に加入させておらず、か
つ、時間外労働手当を支払っていなかったと
ころ、Ｘが従前の雇用契約から本件契約ス
キーム（注：業務委託契約への契約形態の変
更）の採用を決断するに至ったのは、このよ
うな違法状態を解消することが主たる目的で
あった。　            　　　　　　　・Ｙその
他の美容師9名には、事実上、Ｘが提示する
アーティスト契約（業務委託契約）を受け容
れるか、本件店舗を辞めるかの選択肢しか用
意されておらず、従前の雇用契約を維持する
という選択肢は認められなかった。
・本件約定に基づく競業避止義務は，その期
間及び場所的範囲に照らし相当程度重い内容
のものになっている。

・Ｘは，Ｙに競業避止義務を課すことに対す
る代替措置として，Ｙが個人的に獲得した顧
客については、Ｙに営業上の権利が帰属する
とされ、移籍や独立するに当たり、顧客を移
動することが許可されていたことを主張す
る。しかし，そもそも，本件約定に基づく競
業避止義務の場所的範囲が広範なものとなっ
ていることから、Ｙが移籍や独立をするに当
たり、Ｙが獲得した顧客に関する営業の利益
をそのまま維持することは実際上困難な場合
が多いといえる。

・誓約書に係る合意は，Ｙが，「名目の如何
を問わず，また，直接・間接を問わず」Ｘと
の競業関係を発生させる行動を行うことを禁
止するものであるため，Ｙに対し，Ｘとの競
業関係を発生させるあらゆる活動を禁止した
ものと解するほかない。Ｙの業務はソフト
ウェアのテスト業務であるから，同合意は，
テストウェアのテスト業務に関わるあらゆる
活動を禁止したものということになる。
・Ｙは，Ｘに就職する前からソフトウェアの
テスト業務に従事していた者であり，Ｘに在
籍している間も同業務に従事していたのであ
るから，Ｘ退職後にソフトウェアのテスト業
務に関わるあらゆる活動が禁止されるとなる
と，それまでの職業生活で得た知識や経験を
活かすことが不可能になり，その職業選択の
自由等が制限される程度は極めて大きい。

・Ｙのカーブアウト投資等のバイアウト投資
のノウハウ，情報及び経験を有する従業員
が，被告を退職した後直ちに被告の競業他社
であるバイアウトファンドのプライベートエ
クイティの事業を行う会社に転職等した場
合，Ｙはそれによって不利益を受け得るか
ら，これを防ぐことを目的として，少なくと
も投資職の従業員に対して競業避止義務を課
すことには合理性がある。
・Ｘは，投資グループ所属の投資職として，
被告の投資検討先の情報を入手し，その分析
方法等を認識し，Ｙのカーブアウト投資等の
バイアウト投資のノウハウを知り得たのであ
り，Ｙが，投資グループの中で比較的低い職
務にある者も含めて競業避止義務を課すこと
には合理性がある。



7 東京地裁 令和4年5月13日

主にシステムエンジニアを企業に派
遣・紹介する株式会社であるＸが，元
従業員（システムエンジニア）である
Ｙに対して，Ｙが競業禁止に係る合意
に違反したことを理由とする債務不履
行による損害賠償請求をした。

Ｙは，退職後1年間に
わたり次の行為を行わ
ない。　　　　　①Ｘ
との取引に関係ある事
業者に就職すること
②Ｘのお客先に関係あ
る事業者に就職するこ
と　　　　　　③Ｘと
取引及び競業関係にあ
る事業者に就職するこ
と　　　④Ｘと取引及
び競業関係にある事業
を自ら開業または開設
すること

無効

・合意書は，秘密保持
に関する定めを置くと
ころ，当該秘密保持に
係る条項を遵守するた
めに，競合避止義務を
定めたものと解され
る。しかし，Ｘにおけ
るシステムエンジニア
の従事する業務内容に
照らせば，Ｘがシステ
ム開発，システム運営
に独自のノウハウを有
するものとはいえず，
Ｘにおいて退職後の競
業避止義務を定める目
的・利益は明らかでは
ない。

・Ｙは，Ｘに勤務して
いた期間中，手当，退
職員その他退職後の競
合禁止に対する代償措
置は講じられていな
い。　　・合意書にお
いても，その代償措置
については何らの規定
もない。

8 東京地裁 令和3年4月20日

・商業用施設等の内外装に関する企
画，設計等を業とする株式会社である
Ｘが，元従業員であるＹに対して，Ｙ
が競業禁止に係る合意に違反したこと
を理由とする債務不履行による損害賠
償請求をした。

Ｙは，退職後2年間，
Ｘと競業関係にある同
業他社への就職，競業
する会社の設立等事業
の創設を行わない。

無効

・ＹがＸにおいて勤務
していたのは，大阪事
務所のみであったとこ
ろ，Ｘと競業関係にあ
る同業他社への就職等
の一切の行為を，地域
的な限定もなく，一律
に，2年間にわたって
禁止するというのは，
営業上の秘密の漏洩等
の防止の目的に照らし
ても，過度に広範な制
限である。

・Ｘは，Ｙに対し，退
職金を支給せず，競業
避止の代償となる金銭
等の支給も行っておら
ず，ほかに何らかの代
償措置も取っていな
い。

9 福岡高裁 令和2年11月11日

・各種保険契約の募集・締結（保険代
理店業等）を主たる業務とする株式会
社であるＸが，元従業員（訪問型営業
の顧客担当者）であるＹに対して，Ｙ
が競業禁止に係る合意に違反したこと
を理由とする債務不履行による損害賠
償請求をした。

退職後，同業他社に就
職した場合，又は同業
他社を起業した場合
に，Ｘの顧客に対して
営業活動をしたり，Ｘ
の取引を代替したりし
ない。

以下のとおりに限定解
釈して有効：
少なくとも，ＹがＹ既
存顧客（注：Ｘの関わ
りなくＹが獲得した顧
客）に対して行う営業
活動のうち，当該顧客
から引き合いを受けて
行った営業であって，
ＹからＹ既存顧客に連
絡を取って勧誘をした
とは認められないもの
については，本件競業
避止特約に基づく競業
避止義務の対象に含ま
れない。

・本件競業避止特約
は，Ｘがその顧客を維
持する利益を確保する
ことを目的とするもの
である。
・Ｘは，保険代理店業
を営む会社であり，顧
客の獲得や維持につい
て費用や労力をかけて
いると認められるか
ら，顧客を維持する利
益は一定の保護に値す
る。

・Ｙが本件競業避止義
務を負うことについ
て，ＸがＹに対して金
銭の交付等の代償措置
を講じたとは認められ
ない。　　・ＹがＸに
在職中に受領した賃金
や報酬が，Ｙが退職後
に競業避止義務を負う
ことの実質的な代償措
置であると認めること
もできない。

原判決（裁判例10）
取消，Ｙの請求棄却

10
福岡地裁
小倉支部

令和2年6月17日

・各種保険契約の募集・締結（保険代
理店業等）を主たる業務とする株式会
社であるＸが，元従業員（訪問型営業
の顧客担当者）であるＹに対して，Ｙ
が競業禁止に係る合意に違反したこと
を理由とする債務不履行による損害賠
償請求をした。

退職後，同業他社に就
職した場合，又は同業
他社を起業した場合
に，Ｘの顧客に対して
営業活動をしたり，Ｘ
の取引を代替したりし
ない。

以下のとおりに限定解
釈して有効：　　少な
くとも退職後2か月の
間は，Ｙ既存顧客を含
むＸの顧客に対する一
切の締結に向けた営業
活動（顧客からの求め
に応じた場合を含
む。）をしてはならな
い。

・本件競業避止特約
は，Ｘの顧客の維持を
目的とするものであ
る。　　　　　　・Ｘ
のような訪問型の保険
代理店の場合，本件競
業避止特約によって，
Ｘが顧客の維持を図る
必要性は高く，Ｙの競
業を制限することには
ついて一応の合理性が
認められる。

退職後2か月を経過し
た後について，反裁判
例は直接判示していま
せんが，本件競業避止
特約は，少なくともＹ
既存顧客に対する営業
活動を禁止する範囲
で，公序良俗に反して
無効となるものと思わ
れます。

11 知財高裁 令和1年10月9日

・鍵の販売，取付け，修理その他の関
連工事等をすることを業とする株式会
社であるＸが，元従業員（開錠作業を
行う鍵師としてＸの業務に従事してい
た者）であるＹに対して，Ｙが競業禁
止に係る合意に違反したことを理由と
する債務不履行による損害賠償請求を
した。

Ｘに入社してから5年
以内に退社した場合に
は，Ｘを退社後3年間
にわたり，Ｘの営業と
競業する行為を避止
し，次の行為を行わな
い。　　　　①Ｘと競
合関係に立つ事業者
に，就職したり役員に
就任すること（以下
略）

無効

・Ｘにおいては，一般
人を対象として有料で
開錠技術等を教える講
座を開講し，開錠の方
法が教えられていたな
どの事情に照らすと，
業務の性質上競業避止
義務の必要性が高いと
いうＸの主張の根拠は
薄い。

場所的制限もなく一律
に退職後3年間という
ある程度の長期間にわ
たり競合関係に立つ事
業者への転職を禁止す
るものである。

・（開錠技師として入
社した従業員に対して
は比較的高額な賃金を
支払っていたとして
も）従業員とっての賃
金は，基本的には在職
中の職務に関して支払
われるものであり，こ
れを直ちに退職後の活
動が制約されることの
代償としてみることは
できない。

裁判例15の控訴審

12 知財高裁 令和1年8月7日

・東京都Ｋ市内でまつげエクステン
ション専門店を営業するＸが，元従業
員（顧客にまつげエクステを施術する
アイリスト）であるＹに対し，Ｙが入
社時誓約書等で定められた競業禁止に
係る合意に違反して，退職後，Ｋ市内
のまつげエクスサロンでアイリストの
業務に従事しているとして，上記の合
意に基づく差止請求をした。

退職後2年間は、在職
中に知り得た秘密情報
を利用して，Ｋ市内に
おいて競業行為は行わ
ない（注：「秘密情
報」とは，在籍中に従
事した業務において知
り得た秘密として管理
している経営上情報な
情報と定義付けられて
いる。）。

有効

・2年という期間とＫ
市内という場所に限定
した上で，秘密管理性
を有する情報を利用し
た競業行為のみを制限
するものであり，その
制限が合理性を欠くも
のとはいえない。

本裁判例は，入社時誓
約書の「秘密として管
理」は，不正競争防止
法2条6項の「秘密と
して管理」と同義であ
ると解した上で，Ｙの
行為は秘密管理性を有
する情報を利用した競
業行為とは認められな
いとして，Ｘの請求を
棄却した。

・Ｙは，Ｘの大阪事務所の責任者として，大
阪事務所の案件の承認ルートで相Ｙ（取締
役）の一つ手前の承認者として決裁をする地
位にあり，Ｘの営業に関する一定の重要な情
報を知り得る立場にあった。　　　・競業避
止契約の目的は，Ｘの営業上の秘密の漏洩等
を防止するという正当なものであった。

・合意書の文言上，転職先の業種・職種の限
定はないし，地域・範囲の定めもなく，Ｘの
客先の取引先と関係ある事業者までも含まれ
ており，禁止する転職先等の範囲も極めて広
範にわたっている。　　　　　　・Ｙは，Ｘ
に勤務していた期間中，システムエンジニア
として従事していたものであり，このような
Ｙの職務経歴に照らすと，上記の範囲をもっ
て転職等を禁止することは，Ｙの再就職を著
しく妨げる。

・Ｘの関わりなくＹが獲得した顧客（Ｙ既存
顧客）に関しては，Ｙの営業の自由を保護す
べき必要性が高いところ，本件競業避止特約
は，Ｙ既存顧客か否かを問わず，一律に，期
限の定めも，何らの代償措置もなく，Ｙが営
業活動をすることを禁止するものであるか
ら，その全てを有効と解することはできな
い。　　　　　　　　　　　　・転職後まも
ない時期に，競合会社において，Ｘの顧客に
対し営業活動をすることは，在職中の職務懈
怠を強く推認させるから，少なくとも退職後
2か月間に限定するのであれば，一切の契約
締結に向けた営業活動を制限することも許さ
れる。

・Ｙは，もともと個人事業として保険代理店
業を経営していたのであり，最終的にはその
時期に自らが獲得した顧客であるＹ既存顧客
の保険契約（注：契約件数776件，契約者数
200名超）をＸに移管している。
・本件競業避止特約は，その文言によれば，
ＹがＹ既存顧客に対しても営業活動を行わな
い義務を課す内容であり，Ｙが受ける不利益
は極めて大きい。
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・東京都Ｋ市内でまつげエクステン
ション専門店を営業するＸが，元従業
員（顧客にまつげエクステを施術する
アイリスト）であるＹに対し，Ｙが入
社時誓約書等で定められた競業禁止に
係る合意に違反して，退職後，Ｋ市内
のまつげエクスサロンでアイリストの
業務に従事しているとして，上記の合
意に基づく差止請求をした。

退職後2年間は，在職
中に知り得た秘密情報
を利用して，Ｋ市内に
おいて競業行為は行わ
ない。

以下のとおりに限定解
釈して有効：
退職後1年間は，Ｋ市
内において，Ｘの顧客
情報を利用したＸの顧
客に対する積極的な営
業活動をともなうアイ
リスト業務に従事する
ことを禁止する。

・Ｙの在職期間は1年
にも満たず，Ｋ市内に
限定されているとはい
え，在職期間の2倍を
超える2年間にも及ぶ
競業行為の全面禁止
は，合理性を欠く。

仮にＹが高い給与を得
ていたとしても，その
在職期間は1年未満に
とどまり，それ以外に
競業制限の対価の受領
はない。

本裁判例は，口頭弁論
終結時において，既に
退職から1年間を経過
していることから，X
の請求を棄却した。

14 東京地裁 平成31年3月25日

・人材派遣事業等を業務内容とする株
式会社であるＸが，元従業員（中国出
身であり，「WeChat」を利用して，日
本に在留している中国人を対象とする
派遣社員の募集や管理等の業務に従事
していた者）であるＹに対して，Ｙが
競業禁止に係る合意に違反したことを
理由とする債務不履行による損害賠償
請求をした。

退職した日から1年間
は，Ｘ及びＸの顧客が
所在する場所（東京
都，神奈川県，千葉
県，埼玉県の「一都三
県」）にて事業を営
む，Ｘと競業関係にあ
る事業者に在籍，就
職，あるいは役員に就
任しない。

無効
・特段の代償措置は設
けられていない。

15 東京地裁 平成31年3月19日

・鍵の販売，取付け，修理その他の関
連工事等をすることを業とする株式会
社であるＸが，元従業員（開錠作業を
行う鍵師としてＸの業務に従事してい
た者）であるＹに対して，Ｙが競業禁
止に係る合意に違反したことを理由と
する債務不履行による損害賠償請求を
した。

Ｘに入社してから5年
以内に退社した場合に
は，Ｘを退社後3年間
にわたり，Ｘの営業と
競業する行為を避止
し，次の行為を行わな
い。　　　　①Ｘと競
合関係に立つ事業者
に，就職したり役員に
就任すること（以下
略）

無効

場所的制限もなく一律
に退職後3年間という
ある程度の長期間にわ
たり競合関係に立つ事
業者への転職を禁止す
るものである。

・競業避止義務を課す
ことに対する代償措置
は講じられていない。

Ｘは，「○○」との名
称の解錠技術等の講座
（以下「本件講座」と
いう。）を開講してお
り，受講料を支払えば
誰でも講座を受講する
ことができた。

・Ｘの経営や意思決定に関与していたわけで
はなく，アイリスト業務に従事していたにす
ぎないＹに競業制限を課す目的としては，顧
客の奪取を防止すること以外には考え難く，
入社時合意によるＸの利益は，要するに顧客
の維持と解される。　　　　　・顧客の維持
が目的であれば，基本的には，Ｘの顧客に対
する積極的な営業活動を禁止すれば足りる。

・Ｙは，Ｘとの間で有期労働契約を締結し，主として登録派遣社員
の募集や管理等を行っていたにすぎない。　　　　　　　　　・制
限の期間や範囲は限定的であるものの，Ｘの秘密情報の開示・漏
洩・利用の禁止や，従業員の引き抜き行為等の禁止をする以上の制
限を課すべき具体的必要性が明らかではない。

・Ｘが競業避止義務を課すこととしたのは，
Ｘが従業員に開錠技術を教授した後，その対
価（当該従業員の売上）を十分に得られない
まま，従業員がＸを退社し，競業他社等に転
職して，Ｘが教示した開錠技術を使用される
ことを避けるためと考えられる。しかし，Ｙ
は，そもそも，Ｘに授業料を支払って本件講
座（備備考欄参照）を受講して，開錠技術等
を学んだ後，Ｘに入社したものであるから，
Ｙに競業避止義務を課す必要が生ずることは
必ずしも明らかではない。
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